


消費税の納税義務者でなくなった旨の届出書の記載要領等 
 
１ 提出すべき場合 

この届出書は、それまで課税事業者であった事業者が、その課税期間の課税売上高が1,000万円以下となったことによ

り（注１）、その課税期間を基準期間とする課税期間において納税義務が免除されることとなる場合に提出します（法

57①二）。 

なお、その課税期間を基準期間とする課税期間において、課税事業者となることを選択する場合には、この届出書で

はなく「消費税課税事業者選択届出書（第１号様式）」を提出することになります。 

また、法第12条の４第１項から３項までの規定の適用を受ける課税期間の基準期間における課税売上高が1,000万円以

下となった場合（注３）、「消費税課税事業者選択届出書（第１号様式）」を提出している場合又は適格請求書発行事

業者として登録を受けている場合は、この届出書を提出する必要はありません（法57①二）。 

（注）１ その課税期間の課税売上高が1,000万円以下となった場合には、法第９条の２第１項、第10条第１項若しくは

第２項、第11条又は第12条第１項から第６項までの規定の適用を受けなくなった場合を含みます。 

２ この届出書を提出した場合であっても、「この届出の適用開始課税期間」欄の課税期間の特定期間（※）

における課税売上高（その課税期間の初日において国外事業者である場合を除き、課税売上高に代えて

給与等支払額の合計額によることもできます。）が1,000万円を超えたことにより、その課税期間におけ

る納税義務が免除されないこととなる場合は、「消費税課税事業者届出書（特定期間用）（第３－(2)号

様式）」を提出します（法57①一）。 

※ 特定期間とは、個人事業者の場合はその年の前年の１月１日から６月30日までの期間、法人の場合

は、原則として、その事業年度の前事業年度開始の日以後６か月の期間をいいます。ただし、新たに

設立した法人で決算期変更を行った法人等は、その法人の設立日や決算期変更の時期がいつであるか

により特定期間が異なる場合があります。詳しくは、最寄りの税務署にお問い合わせください。 

３ 高額特定資産の仕入れ等（※）を行った場合に、法第12条の４第１項から３項までの規定の適用を受け

る事業者は、これらの規定の適用を受ける課税期間については、その課税期間の基準期間の課税売上高

が1,000万円以下となった場合であっても、納税義務が免除されません。この場合には、「高額特定資産

の取得に係る課税事業者である旨の届出書（第５－(2)号様式）」を提出します（法57①二の二）。 

   ※ 高額特定資産とは、課税仕入れに係る支払対価の額（税抜き）が1,000万円以上の棚卸資産又は調整

対象固定資産をいいます。また、高額特定資産の仕入れ等を行った場合には、他の者との契約に基づ

き、又は事業者の棚卸資産若しくは調整対象固定資産として自ら建設等した資産（自己建設高額特定

資産）の建設等に要した支払対価の額（事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用を受けない課税期

間において行った原材料費及び経費に係るものに限り、消費税相当額を除きます。）の累計額が1,000

万円以上となった場合や高額特定資産である棚卸資産等又は調整対象自己建設高額資産について、法

第36条第１項又は第３項の規定の適用を受けた場合、金又は白金の地金等の仕入れ等を行い、それら

の仕入れ等の金額の合計額（税抜き）（その課税期間が１年に満たない場合には、その合計額をその課

税期間の月数で除し、これを12倍した金額。）が200万円以上である場合を含みます。詳しくは、最寄

りの税務署にお問い合わせください。 

 

２ 提出時期等 

この届出書は、提出すべき事由が生じた場合に、速やかに提出することとされています。 

したがって、その年又はその事業年度（事業年度が１年の法人の場合）における課税売上高が1,000万円以下

である場合には、翌々年又は翌々事業年度については納税義務が免除されることとなりますので、その年又はそ

の事業年度終了後速やかに提出することになります。 

（注）上記１の注２及び３に該当する場合は、翌々年又は翌々事業年度の納税義務が免除されないこととなりま

す。 

 

３ 記載要領 

(1) 元号は、該当する箇所に○を付します。 

(2) 「この届出の適用開始課税期間」欄には、納税義務が免除されることとなる課税期間の初日及び末日を記載

します。 

(3) 「①の基準期間」欄には、「この届出の適用開始課税期間」欄に記載した課税期間の基準期間の初日及び末

日を記載します。 

(4) 「②の課税売上高」欄には、基準期間における課税資産の譲渡等の対価の額の合計額を記載します。 

（注）「課税資産の譲渡等の対価の額の合計額」は、消費税額及び地方消費税額を含まない金額をいいます。

また、輸出取引に係る売上高を含み、売上げに係る対価の返還等の金額（税抜き）を含みません。 

(5) 「納税義務者となった日」欄には、先に提出した「消費税課税事業者届出書（第３－(1)号様式）」又は

「消費税課税事業者届出書（第３－(2)号様式）」の「適用開始課税期間」欄の初日を記載します。 

(6) 「参考事項」欄には、その他参考となる事項等がある場合に記載します。 

(7) 個人事業者の方がこの届出書の控えを保管する場合においては、その控えには個人番号を記載しないなど、

個人番号の取扱いには十分にご注意ください。 

(8) 記載内容等についてご不明な場合は、最寄りの税務署にお問い合わせください。 


